
　　　渋川市新規学卒者就業定着奨励金交付要綱 

　（趣旨） 

第１条　市は、若者の市内への就業及び定住を促進するとともに、市内中小

企業者等の人材確保を目的に、市内中小企業者等に継続して常用雇用され

た新規学卒者に対し、予算の範囲内において奨励金を交付する。 

　（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

　（１）　中小企業者等　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第

２条第１項に規定する中小企業者、社会福祉法（昭和２６年法律第４５

号）第２２条に規定する社会福祉法人、医療法（昭和２３年法律第２０

５号）第３９条に規定する医療法人、私立学校法（昭和２４年法律第２

７０号）第３条に規定する学校法人、信用金庫法（昭和２６年法律第２

３８号）第２条に規定する信用金庫、中小企業等協同組合法（昭和２４

年法律第１８１号）第３条第２号に規定する信用協同組合、農業協同組

合法（昭和２２年法律第１３２号）第４条に規定する農業協同組合又は

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定す

る特定非営利活動法人のうち収益事業を行う者のいずれかに該当するも

の。ただし、常時使用する従業員が３００人を超えるものは除く。 

　（２）　新規学卒者　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第４５条に

規定する中学校、第４９条の２に規定する義務教育学校、第５０条に規

定する高等学校、第６３条に規定する中等教育学校、第７２条に規定す

る特別支援学校（中学部及び高等部に限る。）、第８３条に規定する大

学、第８３条の２に規定する専門職大学、第９７条に規定する大学院、

第１０８条に規定する短期大学、第１１５条に規定する高等専門学校又

は第１２４条に規定する専修学校（以下「学校等」という。）を卒業し

た者 

　（３）　常用雇用　雇用期間を定めずに雇用されていること。ただし、短

時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成

５年法律第７６号）第２条第１項に規定する短時間労働者に該当する場



合は除く。 

　（４）　Ｕターン　市の住民基本台帳に記録されている者が、進学により

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第２４条の規定に基づき県

外の市区町村に転出届の届出をし、１年以上県外に居住した後、常用雇

用開始前後３か月以内に同法第２２条の規定に基づき市に転入届の届出

をすることをいう。 

　（５）　渋Ｐａｙ　しぶかわ電子地域通貨「渋Ｐａｙ」事業実施要綱及び

しぶかわ電子通貨「渋Ｐａｙ」利用規約に規定される電子地域通貨をい

う。 

　（奨励対象者） 

第３条　奨励の対象となる者（以下「奨励対象者」という。）は、次に掲げ

る要件を満たす新規学卒者とする。 

（１）　常用雇用の開始日が、申請前年度の９月１日以降であり、かつ、

学校等を卒業した日が属する月から翌年の同月までの間であること。 

（２）　常用雇用された月を含む６か月以上の間、同一事業者において勤

務を継続していること。 

（３）　常用雇用の開始日において、年齢が３０歳未満であること。 

（４）　次に掲げる要件を満たす中小企業者等に常用雇用されていること

。 

　ア　市内で事業を営んでいること。 

　イ　原則として、法人にあっては法人税申告を、個人にあっては所得税

又は住民税に関して営業等の事業所得の申告をしていること。 

　ウ　雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１４１条第１

項に定める雇用保険適用事業所設置届を公共職業安定所に提出してい

ること。 

　エ　労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１０７条に定める労働者

名簿及び同法第１０８条に定める賃金台帳を調製していること。 

　オ　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業に該当す

るものでないこと。 



　カ　渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０号）第２条第

１号に規定する暴力団又は中小企業者等の事業主が同条第２号に規定

する暴力団員ではないこと。 

（５）　常用雇用された中小企業者等の事業主と３親等以内の親族関係で

はないこと。 

（６）　渋川市移住支援金交付要綱（令和元年渋川市要綱）に基づく補助

金の交付を受けていないこと。 

（７）　この要綱に基づく奨励金の交付を受けていないこと。 

（８）　渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０号）第２条

第２号に規定する暴力団員ではないこと。 

（９）　市区町村税を滞納していないこと。 

　（奨励金の額） 

第４条　奨励対象者１人当たり、渋Ｐａｙを５０，０００ポイント（５０，

０００円相当）付与する。ただし、奨励対象者が奨励金の交付申請日時点

において、市内に住所を有する場合（Ｕターンを除く。）は１人当たり８

０，０００ポイント（８０，０００円相当）を、Ｕターンした後、継続し

て市内に住所を有する場合は１人当たり１００，０００ポイント（１００

，０００円相当）を付与する。 

２　前項の渋Ｐａｙポイントの有効期間は、ポイント付与の日から１年間と

する。 

　　　附　則 

　この要綱は、令和６年８月１日から施行する。 

　　　附　則 

　この要綱は、令和７年８月１日から施行する。 


